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埼玉県地域医療構想　今後の方向性　取組実績一覧

今後の方向性 取組の内容・実績

1

・ 区域に不足する地域包括ケア病床等回復期病床に
ついて、急性期からの機能転換を中心として最優先に
整備を進める必要がある。なお、整備に当たっては、
区域内における地域バランスに配慮する必要がある。

2
・ 各病院の病床機能別受入可能患者数がリアルタイ
ムに把握できるシステムの構築を検討すべきである

3
・ 地域医療連携を推進するため、現状では十分に活
用されていない「がん」のクリティカルパスの活用を進
めることが必要である。

4
・ 地域住民に対し、医療機能の分化や在宅医療につ
いての普及啓発を行っていく。

5

・ 地域医療介護総合確保基金を活用し、急性期治療
や在宅療養患者等の受入れ並びに患者の在宅復帰
支援等を行う機能を有し、地域包括ケアシステムを支
える役割を担う上で必要となる病床を整備する必要が
ある。

西部保健医療圏

１　協議会で議論継続中。
　また、県では、急性期病床から地域包括ケア病床又
は回復期リハビリテーション病床への医療機能の転
換を行う病院に対し、地域医療介護総合確保基金を
活用した施設・設備整備補助を平成28年度から行っ
ている。

２　取り組みなし

３　取り組みなし

４　管内で在宅医療推進会議を開催し、各自治体の
状況について情報共有を図っている。

５　上記１と同様。
　県では、在宅療養患者急変時の受入れ（サブア
キュート）と、急性期治療後の在宅復帰支援（ポストア
キュート）の機能を果たすことが期待されている地域
包括ケア病床を、病床機能転換による整備促進のた
め、地域医療介護総合確保基金を活用した施設・設
備整備補助を行っている。

（１）医療機能の分化・連携及び病床の整備

来年度の取組（案）

・ 今後の高齢者増加を踏まえ、高度急性期、急性期、
回復期、慢性期、在宅医療等まで適切な医療が効率
的に受けられるような医療提供体制について協議を進
めていく。

・ 医療機能分化・在宅医療の地域住民への普及啓発
について、リーフレット「あなたに合った医療を受けるた
めに」を活用しつつ、市・郡市医師会・医療機関にも協
力いただきながら進める。

・ 急性期病床から地域包括ケア病床へ機能転換を検
討している病院に対し、地域医療介護総合確保基金を
財源とする埼玉県病床機能転換事業費補助の活用を
勧め、回復期の医療機能への転換を促進する。
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今後の方向性 取組の内容・実績

1

・ 在宅医療を担うマンパワーを増やすため、居宅での
救急診療体制の整備をはじめ、患者急変時の対応や
患者の状態に応じた医療機関の役割分担の明確化
などを進めることが重要である。

2
・ ワールドカフェ等により、在宅医療・介護関係者に対
する研修をはじめ情報の共有支援、地域住民への普
及啓発等を推進する。

3
・ 往診医の確保や充実、往診医を支える仕組み等の
整備について、地域医療介護総合確保基金の活用を
図るべきである。

（２）在宅医療等の体制整備

来年度の取組（案）

・ 今後、在宅医療のニーズは大幅に増加すると考えら
れる。そのため、医療と介護の関係機関や多職種が協
働して高齢者を支える「地域包括ケアシステム」の構築
に向け、市や郡市医師会と連携し、体制の整備を図っ
ていく。

・ 引き続きワールドカフェ等により普及啓発を進め、住
民の意識浸透を図っていく。

１　埼玉県在宅医療部会において、患者急変時の対
応として、ファーストコールを訪問看護ステーションが
受ける体制の周知方法が協議された。協議の結果を
反映した周知チラシによって、訪問看護ステーション
協会から周知が図られている。

２　飯能・日高地区でワールドカフェ等により、普及啓
発を進めている

３　協議会で議論継続中。
　また、県では地域医療介護総合確保基金を活用し
た県医師会への委託事業として、在宅医療の実施を
検討している医師を対象にした研修を令和２年度から
開催し、在宅医療分野への参入を促している。
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